
- -6

2010年 7月８日 第２６号

日本郵政が約１ 万 ８ ０ ０ ０ の郵便局に

設 置 し た 監 視 カ メ ラ を 撤 去

日本郵政が、全国２万４千の郵便局のうち約１万８千局に設置していた

監視カメラの撤去を進めていることが明らかになりました。

この監視カメラは職員の勤務状況を監視することを目的として設置され

、 。たもので 郵政職員や郵便局長から撤去を要求する声があがっていました

政府ですら、この監視カメラについて 「一部に不適切な配置があったこ、

とにより労働の過剰監視につながり職員の士気を失わせるなどの弊害が結

果としてあった （政府「答弁書」４月９日付）と、その問題性を認めま」

した。

現在、労務管理のために、工場やオフィスをはじめとして多くの労働現

場に監視カメラが設置されています。遠隔地から労働者の勤務状況をマイ

ク付きのカメラでモニター監視し、同僚との雑談まで「注意」する会社ま

で登場しています。そればかりか、労働者の勤務状況を監視カメラで把握

するサービスを提供＝販売する会社まで登場しているのです （＊） 労働。

者を監視カメラを使って監視し、労務管理を強化する動きを許してはなり

ません。

（＊ 『サンデー毎日』２０１０年３月２８日号「ここまで来た防犯カメ）

ラ社会」
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